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離職など（原則２年以内）により減収している人を対象に、就職活動支援の一環として、有期で家賃
相当額を支給します。また、家計を改善するため新たな住居を確保する必要がある場合は、転居費
用を支給します。※利用条件の詳細はお問い合わせください。

住居を確保して就職活動を応援します
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